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松井 康真 氏
フリーアナウンサー・ジャーナリスト

久持 康平
日立GEベルノバニュークリアエナジー株式会社　取締役社長

■ 原子力を平和のために生かせる技術者に
なりたい

松井：はじめまして。本日はどうぞよろしくお願いいたします。

簡単に自己紹介させていただくと、私は1986年にテレビ朝日

に入社して25年間アナウンサーとして勤め、2011年の東日

本大震災と福島第一原子力発電所事故をきっかけに原子力

事故専従の記者となりました。現在はフリーアナウンサー、

ジャーナリストとして活動しております。

久持社長は、今年4月に日立GEベルノバニュークリアエナジー

の社長に就任されたとのことですが、これまでずっと原子力

分野の技術者として歩んでこられたのですか。

久持：はい。1993年に日立に入社し、主に安全対策の分野

に従事してきました。例えばBWR（Boiling Water Reactor：

沸騰水型原子炉）のシビアアクシデント対策や、確率論的安全

評価などです。確率論的安全評価とは、原子力施設に起こり

得るさまざまな事象の発生確率とその影響を定量化し、リスク

を算出して、安全性を評価する手法のことです。

松井：九州大学の大学院を出られたとのことですが、ご出身

も九州でしょうか。

久持：はい。私は長崎県松浦市の出身で高校まで長崎で過

ごしました。その後、九州大学・大学院で原子力工学を学び

ました。

松井：大学で原子力工学を選ばれたのは、どのような理由か

らですか。

久持：やはり長崎県ということもあり、子どもの頃から原爆

について話を聞く機会が多く、戦争や原子力について考える
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ことが自然と多くありました。その中で、日本が資源に乏しい

国であることが戦争の根本的な原因だったのではないかと

自分なりに考え、将来はエネルギー資源の問題を解決できる

ような仕事がしたいと思うようになりました。また、原爆を開発

した技術者の話を聞いたとき、自分は「原子力を平和のため

に生かせる技術者になりたい」と強く思ったことも理由の一つ

です。

松井：原子力工学の中にもさまざまな専門分野があります

が、学生時代から原子炉の安全評価について研究されてい

たのですか。

久持：いえ。学生の頃はどちらかというと研究者をめざして

いて、量子力学や素粒子物理学など、原子力でも理論寄りの

分野に興味がありました。例えば加速器を用いて陽子と金属

の衝突実験を行い、核破砕反応を解析するといった研究に

取り組んでいました。このような研究の産業応用というと主

に医療分野になりますが、いざ就職するという段階になった

とき、広く社会全体を支えることに貢献したいと思うように

なって、エネルギー関連の企業を志望しました。

松井：それで日立に入られたのですね。どうして日立だった

のでしょう。

久持：エネルギー関連の仕事の中でも、モノづくりがしたい、

大きな原子力施設の建設に携わりたいと思ったからですね。

必然的に就職先は絞られますが、その中でもなぜ日立だった

のかというと、原子力技術のあるべき方向についてよく議論

をしていた先輩方から薦められたことが理由の一つです。

「真面目に原子力に取り組んでいる会社」という印象も強く

ありました。

■ 原子力に関わる最後の仕事になるかもしれない
という覚悟

松井：そして日立入社後は、安全評価に携わってこられたわけ

ですね。そうすると福島第一原子力発電所事故のときは最前

線に立たれたのではないですか。

久持：現地ではありませんが、東京電力本店で事故対策に

あたっていた政府と東京電力の統合対策本部に協力し、プラ

ント状態の評価を実施していました。

3月11日当日は、田町駅の近くにある原子力安全推進協会に

いて、午後の会議を行っている最中に地震に遭いました。私は

そのあとに海外出張の予定が入っていたため、電話もなかなか

つながらない状態の中、とりあえず京成上野駅まで徒歩で

移動して待機していました。夕方になってようやく会社からの

電話が通じると、「東京電力様が大変だから協力してほしい」

と。当日はすべて徒歩移動でしたし、会社のビルはエレベー

ターが止まっていて29階の緊急対策室まで歩いて上り下り

しましたから、それだけでも大変だったことをよく憶えてい

ます。

松井：あの日、われわれ報道陣も東京電力本店に詰めてい

て、その場にいて、事態の深刻さが徐々に明らかになっていく

様子をリアルタイムで体感しました。久持さんは最前線の情報

に接していて、相当な危機感を肌で感じておられたのではない

かと思いますが。

長崎県松浦市で生まれ、育った頃の思い出の写真（本人提供）
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久持：さきほど、当時シビアアクシデント対策を行っていた

と言いましたが、シビアアクシデントとは炉心に重大な損傷が

発生するような事態で、まさにそのとき起きていたことです。

炉心溶融の対応に関する手順書を東京電力様と一緒に作成

したのも自分でしたから、当時も、状況に応じてすべきこと

はすべて頭に入っていて、説明することもできました。

ただ、現地からのすべての情報が把握できていなかったこと

は、もどかしかったですね。「もしわれわれが把握できてい

ないデータが深刻な事態を示すものであったら」という不安

と、「把握できるデータだけでやれることをやるしかない」、

「まだ打つ手はある」という希望が交錯していました。心の

底で、これが原子力事業に関わる最後の仕事になるかもしれ

ないと覚悟しながらも、希望は捨てず、技術者として自分の

持てるすべての知識を提供するという思いで対策にあたって

いました。

松井：われわれも、ファクトを伝えたい、間違った報道は絶対

してはならないというつもりでいましたが、データがきちんと

公表されていても、機器の故障でデータ自体が正しくなかった

ということもありました。そのような覚悟を決めておられたと

いうのは、久持さんにとっても厳しい状況だったのですね。

当時はまだお若かったのでは。

久持：40代初めでした。

松井：その年代であのような重大な事故に冷静に対処された

というのは、相当の胆力をお持ちなのではないかと拝察し

ます。そうした方が日立の原子力事業のトップに立っておられる

ということは、次に何か起きても、いや起きてはいけないの

ですが、心強く感じます。

では、その後もしばらくは事故対応に関わっておられたので

しょうか。

久持：そうですね、半年ぐらいは炉心の冷却に関する技術的

サポートをしていました。それと平行して、現状の原子力プラ

ントに適用可能な、事故の教訓を反映した安全対策について

も東京電力様と一緒に検討を行いました。プラントの安全対

策を担当してきた者として、できる限りのことをしたいという思

いで取り組んでいました。

■ 日立とGEの強みを掛け合わせ
　 グローバル事業を拡大

松井：当時すでにゼネラル・エレクトリック（GE）社（現 GE

ベルノバ社）との合弁会社であったわけですが、事故の対応

でも支援などはあったのですか。

久持：米国側の姉妹会社、GE日立・ニュクリアエナジー（現  GE

ベルノバ日立ニュークリアエナジー）の安全対策技術の関係者

とは連絡を取り合っていました。米国でもかつてスリーマイル

島の原子力発電所事故でメルトダウンが起きています。それは

GE社が設計した原子炉ではありませんでしたが、経験と教訓は

エンジニアの間で共有されており、福島のシビアアクシデントに

ついてもコントロールに関するアドバイスをもらっていました。

松井：日立GEニュークリア・エナジー社(現 日立GEベルノバ

ニュークリアエナジー社)の設立が2007年ですから、もう少し

で20年となりますね。協創関係も着実に深化してきたのでは

ないかと思います。

久持：そうですね。もともと当社は日立とGE社がBWRの最新

技術をグローバルに提供するために設立した会社です。GE

社が2024年に原子力事業を含むエネルギー関連事業をGE 

Vernova（GEベルノバ）として分社化したことに伴い、当社も

本年6月1日より商号を日立GEベルノバニュークリアエナジー

株式会社に変更しました。米国の姉妹会社はGEベルノバ日立

ニュークリアエナジーとなります。

GEベルノバ社はBWRを開発し、基本設計の改善に取り組ん

できた企業です。一方、日立製作所は1950年代から原子力

事業を開始し、以来約70年にわたって原子炉の主要機器の

製造と建 設を継 続してきました。両者が培ってきた技術と

経験、得意分野を掛け合わせることにより、原子力技術の進歩

と価値の向上に取り組んでいます。

協創の具体例としては、大型炉ではシンプルな設計で自然循環

冷却が可能なESBWR（Economic Simplified Boiling Water 

Reactor）、英国での設計認証を受けた国際標準ABWRをさらに

進化させた革新軽水炉HI-ABWR（Highly Innovative Advanced 

BWR）、小型炉では経済性と安全性を両立させた小型軽水炉

BWR-300、革新的小型ナトリウム冷却高速炉PRISM（Power 

Reactor Innovative Small Module）などの開発や、既存原子
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炉のメンテナンスなどが挙げられます。原子力発電所の建設で

は許認可の手続きに時間と手間を要しますが、北米をはじめと

する海外の規制に精通したGEベルノバ日立ニュークリアエナ

ジーと、モノづくりや実証試験に強いわれわれが力を合わせ

ることで、今後のグローバル展開を有利に進めることができる

と考えています。

■ 原子力分野における新たな安全対策技術の開発と、
　 デジタル化の推進

松井：新しい原子炉の開発においては、福島第一原子力発電

所事故の教訓を反映した安全技術が開発、実装されている

と思いますが、例えばどのようなものがあるのでしょうか。

久持：福島の教訓も含め、原子力プラントの安全性向上にお

いては、「共通原因故障（CCF：Common Cause Failure）」を

考慮することが重要です。CCFとは安全確保のために多重化、

冗長化した機器や系統が共通の原因で同時に機能喪失する

ことを指し、その対策としては共通設計や共通部品の使用を

避けシステムを多様化すること、システムそれぞれの独立性

を高めることなどが挙げられます。

例えば、ESBWR（Economic Simplified Boiling Water Reactor）、

HI-ABWR（Highly Innovative Advanced BWR）、BWRX-300

は原子炉の冷却システムを多様化しており、従来の原子炉で

は事故時に電気でポンプを動かし原子炉を冷却または注水し

ていますが、電源を喪失したときには自然循環で冷却できる

静的安全設備を備えています。

HI-ABWRでは、これまで蓄積してきたABWRの設計ノウハウ

や安全性に関する知見を取り込み、万一炉心が溶融した場合

にはデブリも静的に冷却できるシステムを備えているほか、

放射性物質の外部への拡散を抑制するフィルタを新開発する

など、事故対応においても多段階の安全システムを用意して

います。

また、世界的に関心が高まっている小型炉の市場に向けて

注力しているBWRX-300では、自然循環による炉心冷却シス

テムだけでなく、原子炉圧力容器と隔離弁を直接接続する

「一体型原子炉隔離弁」の採用により、配管破損のリスクを

低減していることなども特徴です。事故発生時の対策を多重

化することはもちろん重要なのですが、そもそも炉心溶融事故

を起こさないようにする事前対策に、より力を入れなければ

いけないと考えています。

松井：最近は社会のデジタル化が急速に進行し、日立グループ

もLumada事業でデジタルイノベーションを推進しておられま

すが、原子力分野でもデジタル活用は進んでいるのですか。

久持：はい。主に二つの課題の解決に向け、原子力施設にお

けるデジタル活用を進めています。

一つは原子力発電所の業務プロセスの改善です。設備の点数

が多く複雑なため、監視・操作にかかる負担が大きいこと、

また建設から管理まで多数のプロセスがあり、各プロセスの

データ記録に人手を要することが課題です。業務の正確性

や安全性、信頼性を保ちながら省力化するために、デジタル技

術への期待は大きいです。

もう一つは人財活用です。今後、生産年齢人口の減少が進ん

でいく中、デジタル技術を用いることで、設計や工事の現場

において経験を積んだ熟練人財の知見を若手に広く共有で

きるようにし、品質を維持していく必要があります。

原子力分野におけるDX（デジタルトランスフォーメーション）

を推進するため、私どもは2024年度にデジタルトランスフォー

メーション本部を新設しました。日立グループのデジタルエンジ

ニアリング会社であるGlobalLogicなどと連携してメタバース

空間に原子力発電所を再現し、設計や建設工事、メンテナンス、

管理などに関する情報を反映、データや熟練者の知見を共有

する場として活用するシステムを開発しました。これは、日立

のドメインナレッジとAIを用いてデータを価値に変換し、お客

革新軽水炉「HI-ABWR」 小型軽水炉「BWRX-300」
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さまや社会の課題解決に取り組む Lumada 3.0を体現するもの

です。また、レポートやマニュアルなどの作成支援に生成AI

を活用する取り組みも進めています。

原子力分野はどの産業分野よりも安全性や信頼性、セキュリ

ティが重視されるため、デジタル化が遅れているのが現状です。

日立グループ内には長年培ってきたITとOT、そして情報セキュ

リティ技術がありますので、関連する事業部との協創により、

デジタル化でも業界をリードしていくことをめざします。

■ 原子力人財育成へ、
　 新型炉で現場経験を積む機会を

松井：人財というキーワードがありましたが、原子力分野を

志す方は近年増えているのでしょうか。

久持：3.11の後はやはり減少しましたが、その後、海外での

事業拡大への期待や、廃炉を通じて福島の復興に貢献した

いという志を持って入社してくる人が増えました。カーボン

ニュートラルやエネルギー価格の高騰に関する報道が増えて

いるせいか、エネルギー問題に貢献したいという思いを持つ

人が増えている印象です。また、福島第一原子力発電所の

廃炉・復興プロジェクトに対し、困難な課題だからこそ技術

で貢献したいと話す新入社員も多く、私としても心強く感じ

ています。

松井：一方で、さきほどおっしゃったように今後は日本全体

で働き手が減少していくことが危惧されていますね。原子力

分野での人財育成についてはどのようにお考えですか。

久持：現在の最も大きな課題は、世代によって経験に偏りが

あることです。設計から建設、稼働に至るまでのプロジェクト

全体を経験したことがある世代は50代、60代に限られており、

30代、40代は耐震補強などの一部の経験のみに偏っています。

この世代間のギャップを埋めて全体のレベルを上げていくこと

が、今後の人財育成では重要です。

私自身の経験で言うと、入社してすぐに柏崎刈羽原子力発電

所の6号機と7号機が稼働したのですが、シビアアクシデント

解析を行ったのは少しの間だけだったため、自分が貢献できた

実感はほとんど得られませんでした。しかしその後、複数の

プロジェクトに携わることができたおかげで多くの経験を積む

ことができました。

ですから、社会からの理解と信頼を得て原子力発電所が複数

稼働し、何年かごとに更新や新設が行われるようになること

が理想です。それにより、全世代の技術者がプロジェクトの

さまざまなフェーズを経験できる環境が整えば、人財育成も

さらに進むでしょう。ただ現状では難しいため、海外事業が

中心になりますが、なるべく短期のプロジェクトも増やしたいと

考えており、その点においても小型炉には期待しています。

BWRX-300は、信頼性も安全性も高めながら工期を短縮で

き、コスト競争力の面でも有利です。プロジェクトのスピード

アップにより案件自体の数が増えれば、技術者が各フェーズ

の経験を積める機会も増加します。

技術伝承についてはシステムや社内研修制度などを充実させて

きましたが、やはり一番よい伝承の場は原子力発電所の建設

現場です。全体計画があるからこそ指導を考慮した体制を組む

ことができ、実務を通じた実践的な指導により経験者から

若手への技術や知見の伝承を効果的に行うことが可能です。

そのような機会を増やしていくことが、私に課せられた重要

な役割の一つだと考えています。BWRX-300はカナダで実際

の建設計画が動いているほか、他の国々でも許認可手続き

や新設炉の候補としての検討が進められていますから、その

流れを加速させることに力を入れています。

■「誠」で挑む原子力技術の信頼回復と
　 グローバル戦略

松井：原子力発電所を1基建てるとなると用地選定に始まり

30年がかりというような時代もあったわけですが、小型炉の

採用、さらには原子力分野のDX進展など、いい意味で過去の

常識が通用しない時代になりつつあるのですね。原子力分野

の魅力も、より高まっていくのではないかと思います。

久持：原子力発電に追い風が吹いていると言っても、私は

まだまだ社会から全面的に信頼されているわけではないと
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思っています。われ われができるのは、まず技術の部分を

しっかりと固めた上で、社会に理解してもらう努力を重ね、

信頼の獲得に貢献することであると考えます。

技術に関しては、特に原子力分野では信頼性や確実性、安全

性といった基本的な価値を守ることが重要になりますが、

その面では日立が創業の精神として大切に守り続けてきた

「和」、「誠」、「開拓者精神」、とりわけ「誠」ということが

強みを発揮すると考えています。私がこれまで一緒に仕事を

してきた先輩、後輩、同僚たちのことを思い起こしても、皆

一様に「誠」を貫いてきた人たちばかりだったと感じます。

モノづくりの安全や製品の品質に対して妥協しないことや、

「日立だけでなくステークホルダーにとってどうなのか」を

考えることなど、原子力分野に必要不可欠な姿勢を、私ども

は長い歴史の中で培ってきました。

ただし、そうしたことを社会に伝え、理解していただく努力が

これまで以上に求められていると感じます。デジタル技術の

活用には、情報管理の透明性を高め、社会の理解を醸成する

という点でも期待を寄せています。

また、これまでアイデアはあっても実現できなかったような

技術、システムなどが、最新のデジタル技術やセンシング技術

などを取り入れることで実現できる可能性が高まっています。

守るべきものを守りつつ、新しいチャレンジを拡大すること

で原子力分野の魅力を高め、技術者人口を増やしていくこと

が大切です。そうした意味で、前例にとらわれない若手人財

や、経験者として他分野から入ってくる人財にも大いに期待

しています。

松井：これからいろいろな展開が見られそうですね。最後に、

久持社長の未来へのビジョンをお聞かせいただけますか。

久持：まず国内では福島第一原子力発電所の廃炉において自

分たちの役割をしっかり果たしていくことで、福島復興に貢

献することを重視しています。同時に、既存の原子力施設の新

しい規制基準に対応した安全対策、再稼働にきちんと取り組

み、原子力技術の信頼回復と活用に力を入れていきます。

グローバルではデジタル化の進展、特に大量の電力を必要と

するAIの活用が進むことで電力需要の急 速な拡 大が予想

される中で、これまでの安全性と経済性に加え、設計標準化

やモジュール技術などの活用で機動性を高め、社会が求める

原子力技術を、スピード感をもって提供していくことが求め

られています。そのため、今後5年程度は国内の既存事業と

平行して、GEベルノバ日立ニュークリアエナジーと協力しながら

カナダでのBWRX-300のプロジェクトを確実に進めることで、

大型炉も含めたグローバル事業の拡大につなげていきます。

さらに、10年先を見据え、合理的な設計・建設工法などの開発

も同時に進めていく考えです。

原子力が次のフェーズに入ろうとしている今、日立GEベルノ

バニュークリアエナジーの社長を拝命したことには重責を

感じていますが、原子力事業の未来図を示し、そこへ向けた

成長を加速させるという役目をしっかり果たしていくつもり

です。そして、「誠」をベースとした原子力技術の提供によって、

国内外のエネルギー問題、気候問題の解決に貢献していくこと

をめざします。

松井：お話を伺っていて、久持社長のお人柄がよく見えてきた

ように感じます。ありがとうございました。

【インタビュー取材を終えて】

久持社長に初対面でまず感じた穏やかな人柄と胆力。シビア

アクシデントの炉心溶融対応の手順書を顧客と一緒に事前に

作成していて、まさにあの3.11当日から東京電力本店で対応に

当たった（しかも当時40代初め）。その方が今回トップになら

れたのは、必然でもあり、とても頼もしく感じました。
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長崎県出身。1993年 九州大学大学院 工学部応用原子核工学 修士課程修了。同年 日立製作所入社。2017年 日立GE 
ニュークリア・エナジー株式会社（現 日立GEベルノバニュークリアエナジー）原子力エンジニアリング調達本部 原子力
計画部長、2019年 原子力生産本部長、2020年 取締役（副社長）兼日立製作所 原子力ビジネスユニットChief Lumada 
Business Officer、2023年 株式会社日立プラントコンストラクション代表取締役 取締役社長。2025年4月より現職。

富山県南砺市（井波町）出身。富山県立高岡高校卒業。東京工業大学（現 東京科学大学）工学部化学工学科卒業。
1986年 テレビ朝日にアナウンサーとして入社。「ミュージックステーション」でタモリさんと組んでMC、「ニュース
ステーション」ではスポーツキャスターを担当、「ステーションEYE」、「ワイドスクランブル」、「やじうまプラス」などで
報道情報キャスターとして活躍。
2008年 テレビ朝日アナウンサースクール「アスク」学校長。在職中の2年間の指導で全国に100人以上のアナウンサーが
誕生。2011年3月の東日本大震災を契機にアナウンス部から報道局原発事故担当記者に異動。その後に宮内庁担当、
気象災害担当、コメンテーターを歴任。2023年テレビ朝日退社後に個人事務所「OFFICE ユズキ」を設立。株式会社
タミヤ模型史研究顧問、富山県南砺市アンバサダー、株式会社獺祭メディアアドバイザー。

久持 康平
日立GEベルノバニュークリアエナジー株式会社　取締役社長

松井 康真 氏
フリーアナウンサー・ジャーナリスト

● 本記事は、日立製作所のエネルギーポータルサイトに掲載されています。

■ 前編
　 https://www.hitachi.co.jp/products/energy/portal/highlights/case_036.html

■ 後編
　  https://www.hitachi.co.jp/products/energy/portal/highlights/case_037.html 
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